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事業⽬的・概要
近年、技術⾰新を主導する⺠⽣技術と防衛技術の境界が曖昧となる
中、懸念組織等への流出を防ぐ観点から技術管理の徹底が急務と
なっています。

 また、企業買収、⼈的交流、技術者流出、サイバー攻撃など、技術流
出経路も多様化・複雑化しています。

 こうした中、外為法や技術等情報管理認証制度、不競法といった各種
制度等による技術管理の実効性を⾼めるには、安全保障に係る国際
動向や、国内外の技術動向等を⼀元的に把握するとともに、これらの
情報を踏まえた包括的な技術管理施策等を講じることが不可⽋です。

 このため、本事業では、国内外の重要技術の動向調査、中⼩企業・
⼤学等の管理体制構築・制度普及のための⽀援、法執⾏等に必要な
調査等を実施します。

成果⽬標
平成31年度から令和5年度までの5年間の事業であり、最終的には
我が国の安全保障、産業競争⼒の維持・強化を⽬指します。

• 世界の先端技術の開発動向や新型コロナウィルスの感染拡⼤などを含めた
地政学的な状況を踏まえつつ、以下の事業を⾏う。

• 産業競争⼒や安全保障上の観点から重要となる技術の流出防⽌等のため、
重要な技術とその⽣産基盤、国内外の研究開発動向等の実態を調査。

• 併せて、管理すべき技術を把握するため、調査対象技術を試験・評価し、将
来における様々な⽤途での活⽤可能性を検証。

• 中⼩企業・⼤学における、外為法、技術等情報管理認証制度、不競法等
各種制度に基づく包括的な技術管理体制の構築・運⽤改善のため、説明
会の開催、専⾨⼈材の派遣による個別相談等を通じた指導⽀援・普及啓
発を実施。

• 国際的な技術流出の抜け⽳防⽌・技術管理強化を図るため、技術管理の
制度が未整備な国・地域に対して制度構築⽀援・普及啓発を実施。

• 安全保障上の観点から重要となる技術の流出を防⽌するため、安全保障に
関する国際動向や多様化する技術流出経路を調査。

• 安全保障貿易管理をはじめとする外為法制度の厳格な執⾏や、我が国の
健全な対外取引環境を維持するための貿易救済措置等の実務のための調
査等を実施。

我が国の安全保障・産業競争⼒の維持・強化

（３）貿易管理執⾏基盤維持

（２）重要技術管理普及促進

（１）重要技術動向調査


